
顧客コード 

      
 

「犯罪による収益の移転防止に関する法律」に基づく取引時確認 

 

当法人は、以下に取引時確認事項を申告します。また今後申告内容に変更が生じた場合はすみやかに

届け出ます。 

ご記入日（西暦）：    年  月  日 

ﾌﾘｶﾞﾅ お届出印もしくは 

お取引使用印 法人名 

 

代表者役職・氏名 

 

所在地 

 

 

事業内容  ※複数選択可 

□ 金融業/保険業 

□ 製造業 

□ 建設業 

□ 情報通信業 

□ 卸売/小売業 

□ 不動産業 

□ サービス業 

□ 農業/林業/漁業 

□ 貿易業 

□ その他（                 ） 

 

お取引の目的  ※複数選択可 

□ 長期保有を基本として投資元本の安全性を重視 

□ 利子配当、値上がり益等のバランス重視 

□ 資産価値増大を優先する投機性を重視 

□ その他（                                   ） 

 

＊実質的支配者につきましては、別紙「法人のお客様の実質的支配者の確認方法について」をご確認いた

だき、該当者全員についてご記入をお願いいたします。 

＊実質的支配者が外国 PEPs に該当するかの確認につきましては、別紙「外国政府等において重要な公的

地位にある方等（外国 PEPs）に該当するかの確認につて」をご確認いただきご記入をお願いいたしま

す。 
 

実

質

的

支

配

者 

１ 

議決権保有割合    ％ 

法
人
と
の
関
係
性 

□50％超の議決権または配

当等を受け取る権利を保有 

□25％超の議決権または配

当等を受け取る権利を保有 

□出資・融資・取引その他の

関係を通じて事業活動に支

配的な影響力を保有 

(具体的な関係      ) 

□法人を代表し、その業務を

執行する個人 

生年月日 西暦     年   月   日 

ﾌﾘｶﾞﾅ  

氏名 

 

 

 

（ 男性 ・女性 ） 

氏名 

（英語表記） 

 

住所  

外国 PEPs に該

当するかの確認 

□ いいえ     □ はい 

「はい」とお答えになったお客さまは、具体的にお答えください 

表（裏面もご確認ください） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

* * * 社用欄 * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * * *  

部店長 内部管理者 受付者 受入日 

 
   

 

フィリップ証券株式会社 

2016.10 

裏 

実

質

的

支

配

者 

２ 

議決権保有割合    ％ 

法
人
と
の
関
係
性 

□50％超の議決権または配

当等を受け取る権利を保有 

□25％超の議決権または配

当等を受け取る権利を保有 

□出資・融資・取引その他の

関係を通じて事業活動に支

配的な影響力を保有 

(具体的な関係      ) 

□法人を代表し、その業務を

執行する個人 

生年月日 西暦     年   月   日 

ﾌﾘｶﾞﾅ  

氏名 

 

 

 

（ 男性 ・女性 ） 

氏名 

（英語表記） 

 

住所  

外国 PEPs に該

当するかの確認 

□ いいえ     □ はい 

「はい」とお答えになったお客さまは、具体的にお答えください 

実

質

的

支

配

者 

３ 

議決権保有割合    ％ 

法
人
と
の
関
係
性 

□50％超の議決権または配

当等を受け取る権利を保有 

□25％超の議決権または配

当等を受け取る権利を保有 

□出資・融資・取引その他の

関係を通じて事業活動に支

配的な影響力を保有 

(具体的な関係      ) 

□法人を代表し、その業務を

執行する個人 

生年月日 西暦     年   月   日 

ﾌﾘｶﾞﾅ  

氏名 

 

 

 

（ 男性 ・女性 ） 

氏名 

（英語表記） 

 

住所  

外国 PEPs に該

当するかの確認 

□ いいえ     □ はい 

「はい」とお答えになったお客さまは、具体的にお答えください 



〈別紙〉 

「法人のお客様の実質的支配者の確認方法について」 
 

 2016 年 10 月の犯罪収益移転防止法の改正により、実質的支配者の定義が変更になりました。 
 
 改正前は、申込法人を直接支配する法人または個人が確認の対象でしたが、改正後は、直接だけではな

く間接的に申込法人を支配する自然人まで遡って実質的支配者を確認させていただきます。お客様の形態

（（A)または（B)）により、下記のフローに従って該当者が法人の場合は、名称・所在地、個人の場合に

は、氏名、住所および生年月日のご申告をお願いいたします。 

 

（A)【資本多数法人の場合】  

（株式会社、有限会社、投資法人、特定目的会社 等） 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

（Ｂ)【資本多数法人以外の場合】  

（一般社団法人,合名会社,合同会社,合資会社,学校法人,宗教法人 等） 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

(*1)直接保有とは、直接議決権を保有する場合をいい、間接保有とは、50％超の議決権を保有する支配法

人を通じて議決権を保有していることをいいます。 

(*2)事業経営を実質的に支配する意思又は能力を有していないことがあきらかな場合を除きます。 

(*3)50％を超えて保有する個人 1 名のみが実質的支配者となります。 

(*4)25％を超えて保有する個人全てが実質的支配者となります。 

(*5)(*4)に該当する方がいれば全員、及び出資、融資、取引その他の関係を通じて事業活動に支配的な影

響力を有すると認められる方が実質的支配者となります。 

＊実質的支配者に該当する方が上場企業またはその子会社の場合には、当該会社の会社名、本店所在地ま

たは主たる事務所の所在地をご申告いただきます。 

 

議決件を直接または間接的(*1)50％を
超えて保有する個人がいます 

議決権を直接または間接的に 25％を超
えて保有する個人がいますか 

出資、融資、取引その他の関係を通じて
事業活動に支配的な影響を有すると認
められる個人はいますか（例えば、大口
債権者、会長、創業者等） 

実質的支配者に 
該当 

 
法人の 

代表者個人 

 
その個人 

 
個人全員(*2)(*4) 

 
個人のみ(*2）(*3) 

事業収益・事業財産の 50％を超える配
当・分配を受ける権利を有する個人がいま
すか 

出資、融資、取引その他の関係を通じて
事業活動に支配的な影響を有すると認
められる個人はいますか（例えば、大口
債権者、会長、創業者等） 
 

実質的支配者に
該当 

 
法人の 

代表者個人 

 
個人全員 

(*2)(*4)(*5) 

 
個人のみ(*2)(*3) 

議決権を直接または間接的(*1)に 25％
を超えて保有する個人がいますか 



 
【直接保有・間接保有の考え方】 
 

・直接保有とは、議決権を直接保有する場合をいいます。 
・間接保有とは、50％超の議決権を保有する支配法人を通じて議決権を保有していることをい

います。 

 
 

【実質的支配者が 25％超の議決権を直接・間接の合算で保有する例】 

 
  

 
 
 

 
 

 （50％超保有） 

 
 
 

 
  【直接保有】 【直接保有】 
 20％保有 26％保有 

 
 
 

 【間接保有】 
 15％保有 

 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
＊個人 A 氏は、X 社の議決権を直接保有 20％と間接保有 15％を合算して 35％となり、個人 A

氏は、法人 X 社の 25％を超える議決権を保有する実質的支配者となります。 

 また、個人 B 氏も X社の議決権 26％を直接保有しておりますので、実質的支配者となります。

従いまして個人 A 氏および個人 B 氏の両氏が実質的支配者となります。 
＊個人 A 氏が法人 B 社議決権の 50％超を保有する場合、間接保有として計算に含めます。仮に

50％以下しか保有していない場合は、直接保有分の 20％のみとなり、実質的支配者には該当

しません。 
＊仮に個人 B 氏が 50％を超える議決権を保有している場合は、当該個人 B 氏のみが実質的支配

者となります。個人 A 氏は 25％を超える議決権を保有しておりますが、この場合実質的支配

者には該当しません。 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
個人Ａ氏（実質的支配者） 

 

 
法人Ｃ社 

 
申込法人Ｘ社 

 
個人Ｂ氏 

（実質的支配者） 



 

 

「外国政府等において重要な公的地位にある方等（外国 PEPs)に 

該当するかの確認について」 

 

 

実質的支配者として申告頂いた方が、現在または過去において、「犯罪による収益の移転防止に関する

法律」に定める「外国政府等において重要な公的地位を占める者」または、そのご家族に該当するかを申

告して頂きます。外国 PEPs に該当する場合には、取引に際して厳格な取引時確認が必要になります。 

 

（1）外国 PEPs（重要な公的地位にある者）に該当する方は次のとおりです。 
 

① 外国の元首 

② ・外国において下記の職にある方 

・我が国における内閣総理大臣その他の国務大臣および副大臣に相当する職 

・我が国における衆議院議長、衆議院副議長、参議院議長または参議院副議長に 

相当する職 

・我が国における最高裁判所の裁判官に相当する職 

・我が国における特命全権大使、特命全権公使、特派大使、政府代表又は全権委員に 

相当する職 

・我が国における統合幕僚長、統合幕僚副長、陸上幕僚長、陸上幕僚副長、海上幕僚長、

海上幕僚副長、航空幕僚長または航空幕僚副長に相当する職 

・中央銀行の役員 

・予算について国会の議決を経、または承認を受けなければならない法人の役員 

③ 過去に①または②であった方 

④ ①～③のご家族 

＊外国 PEPs の対象には、国連等の国際機関（条約締結権を有するメンバー国間の正式な政治協定によ

り設立された団体）、および日本国政府等において重要な公的地位を有する者は含まれません。 

＊退任後の経過期間の定めはありません。 

 

（2）外国 PEPs（重要な公的地位にある者の）のご家族の範囲は次のとおりです。 
 

 
  義父 

  
義母    父 

  
母   

  
   

 
    

        
  

   
 

          
   

 
         

 
 

     
 

     
             

 
 

     
 

     
  

   
  

 
  

 
 

  配偶者 
   外国 PEPs 

（または外国PEPsであった者） 
 

  
 兄弟姉妹 

 
   

 
 

  
  

 
 

    
 

           
  

   
 

    
 

           
  

   
義子  

  
 

  子   
 

     子 
 

  
 

 
          

 
  

 

 


